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 １

貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表    

（平成２７年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）        （ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）     

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産    33333333,,,,444406060606    流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債    11,11,11,11,220220220220    

現 金 及 び 預 金 761 買 掛 金 3,987 

受 取 手 形 173 リ ー ス 債 務 9 

売 掛 金 9,872 未 払 金 978 

商 品 及 び 製 品 522 未 払 費 用 395 

仕 掛 品 1,824 未 払 法 人 税 等 329 

前 払 費 用 1,621 未 払 消 費 税 等 551 

繰 延 税 金 資 産 565 前 受 金 3,511 

未 収 入 金 176 預 り 金 75 

預 け 金 17,885 賞 与 引 当 金 962 

そ の 他 4 役 員 賞 与 引 当 金 42 

貸 倒 引 当 金 △1 受 注 損 失 引 当 金 332 

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産    9,4849,4849,4849,484    そ の 他 44 

有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産    4,8774,8774,8774,877    固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債    251251251251    

建 物 1,568 リ ー ス 債 務 18 

構 築 物 7 繰 延 税 金 負 債 102 

工 具 器 具 備 品 1,560 資 産 除 去 債 務 101 

土 地 1,550 長 期 未 払 金 28 

リ ー ス 資 産 34 負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計    11,11,11,11,471471471471    

建 設 仮 勘 定 155 （ 純 資 産 の 部 ）（ 純 資 産 の 部 ）（ 純 資 産 の 部 ）（ 純 資 産 の 部 ）        

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産    1,2741,2741,2741,274    株 主 資 本株 主 資 本株 主 資 本株 主 資 本    31,3331,3331,3331,337777    

ソ フ ト ウ ェ ア 1,162 資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金    4,1134,1134,1134,113    

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 70 資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金    14,47014,47014,47014,470    

電 話 加 入 権 41 資 本 準 備 金 6,919 

投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産    3,3323,3323,3323,332    そ の 他 資 本 剰 余 金 7,551 

投 資 有 価 証 券 451 利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金    12,712,712,712,753535353    

関 係 会 社 株 式 972 利 益 準 備 金 11 

出 資 金 2 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,741 

長 期 前 払 費 用 842 別 途 積 立 金 5,740 

差 入 保 証 金 1,052 繰 越 利 益 剰 余 金 7,001 

そ の 他 24 評 価 ・ 換 算 差 額 等評 価 ・ 換 算 差 額 等評 価 ・ 換 算 差 額 等評 価 ・ 換 算 差 額 等    81818181    

貸 倒 引 当 金 △12 その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金    80808080    

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益繰 延 ヘ ッ ジ 損 益繰 延 ヘ ッ ジ 損 益繰 延 ヘ ッ ジ 損 益    1111    

  純 資 産 合 計純 資 産 合 計純 資 産 合 計純 資 産 合 計    31,4131,4131,4131,419999    

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計    42,42,42,42,890890890890    負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計    42,42,42,42,890890890890    

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 



 ２

損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書    
 

自 平成２６年４月 １日 

至 平成２７年３月３１日 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

売 上 高売 上 高売 上 高売 上 高        49,06449,06449,06449,064    

売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価        37,38237,38237,38237,382    

売 上 総 利 益売 上 総 利 益売 上 総 利 益売 上 総 利 益        11,68211,68211,68211,682    

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費        11,911,911,911,961616161    

営 業営 業営 業営 業 損 失損 失損 失損 失        △△△△272727278888    

営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益            

受 取 利 息 19  

受 取 配 当 金 1,368  

保 険 配 当 金 31  

受 取 賃 貸 料 103  

そ の 他 292 1,816 

営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用      

支 払 利 息 2  

公 開 買 付 関 連 費 用 87  

そ の 他 5 94 

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益        1,441,441,441,442222    

特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益      

投 資 有 価 証 券 売 却 益 345 345 

税税税税 引引引引 前 当 期 純 利 益前 当 期 純 利 益前 当 期 純 利 益前 当 期 純 利 益     1,781,781,781,787777    

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 770  

法 人 税 等 調 整 額 35 805 

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益        999982828282    

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 



 ３

株株株株    主主主主    資資資資    本本本本    等等等等    変変変変    動動動動    計計計計    算算算算    書書書書    
 

自 平成２６年４月 １日 

至 平成２７年３月３１日 

（単位：百万円） 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己

株 式 

株 主 

資 本 

合 計    

資 本 

準備金 

そ の 他 

資 本 

剰 余 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準 備 金 

そ の 他 利 益 

剰 余 金 
利 益 

剰 余 金 

合 計 
別 途 

積 立 金 

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 4,113 6,919 7,551 14,470 11 5,740 6,374 12,126 － 30,710 

当 期 変 動 額           

剰 余 金 の 配 当       △355 △355  △355 

当 期 純 利 益       982 982  982 

自 己 株 式 の 取 得         △0 △0 

自 己 株 式 の 消 却   △0 △0     0 － 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)           

当 期 変 動 額 合 計 － － △0 △0 － － 626 626 － 626 

当 期 末 残 高 4,113 6,919 7,551 14,470 11 5,740 7,001 12,753 － 31,337 

 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券

評 価 差 額 金 
繰延ヘッジ損益 

評 価 ・ 換 算 

差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 196 2 198 30,909 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △355 

当 期 純 利 益    982 

自 己 株 式 の 取 得    △0 

自 己 株 式 の 消 却    － 

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 ) 
△116 △0 △117 △117 

当 期 変 動 額 合 計 △116 △0 △117 509 

当 期 末 残 高 80 1 81 31,419 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 



 ４

ⅠⅠⅠⅠ．．．．重要な重要な重要な重要な会計方針会計方針会計方針会計方針にににに係る事項に係る事項に係る事項に係る事項に関する注記関する注記関する注記関する注記    

１．資産の評価基準及び評価方法  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法  

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方

法 

 

デリバティブ 時価法 

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法  

商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算

定） 

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法  

(1) 有形固定資産 定率法 

（リース資産を除く） ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 定額法 

（リース資産を除く） なお、自社利用ソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法、市

場販売目的ソフトウェアについては、見込販売

収益に基づく償却額又は当該ソフトウェアの残

存有効期間（３年）に基づく定額法償却額のい

ずれか大きい額を計上する方法によっておりま

す。 

(3) リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準  

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  



 ５

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来

の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。 

(3) 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。 

(4) 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、受注

済案件のうち当事業年度末において将来の損

失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見

積ることが可能なものについては、翌事業年度

以降に発生が見込まれる損失を引当計上してお

ります。 

４．システム受託開発に係る売上及び原価の計上基準 

(1) 当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められるもの 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法） 

(2) その他のもの 工事完成基準 

５．ヘッジ会計の処理方法  

(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約について振当処理の要件を満

たしている場合には、振当処理を採用しておりま

す。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワッ

プ取引、外貨建有価証券及び外貨建定期預金

を手段としております。 

ヘッジ対象 外貨建金銭債務、外貨建購入予定取引を対象

としております。 

(3) ヘッジ方針 外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変

動リスクをヘッジするために、社内規程に基づ

き、過去の取引事例を勘案し、現状の取引に対

応して行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段の相場変動額とヘッジ対象の相場変

動額を比較すること等によって、ヘッジの有効性

を確認しております。 

６．その他計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

連結納税制度の適用 

税抜方式によっております。 

当事業年度より、三井物産株式会社を連結納税

親法人とした連結納税制度を適用しております。 

 

 



 ６

ⅡⅡⅡⅡ．．．．貸借対照表に関する注記貸借対照表に関する注記貸借対照表に関する注記貸借対照表に関する注記    

１．有形固定資産の減価償却累計額 10,222 百万円 

２．保証債務 33 百万円 

従業員（14 名）の住宅取得に伴う銀行借入に対し、債務保証を行っております。 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,315 百万円 

長期金銭債権 31 百万円 

短期金銭債務 1,178 百万円 

４．取締役、監査役に対する金銭債務  

長期金銭債務 1 百万円 

    

ⅢⅢⅢⅢ．損益計算書に関する注記．損益計算書に関する注記．損益計算書に関する注記．損益計算書に関する注記    

関係会社との取引高  

営業取引による取引高  

売上高 8,387 百万円 

仕入高 6,440 百万円 

業務委託料 346 百万円 

その他の営業取引高 25 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 1,665 百万円 

資産購入高 44 百万円 

    

ⅣⅣⅣⅣ．．．．株主資本等変株主資本等変株主資本等変株主資本等変動計算書動計算書動計算書動計算書に関する注記に関する注記に関する注記に関する注記    

自己株式の種類及び株式数に関する事項                           （単位：株） 

株 式 の 種 類 
当事業年度期首 
株 式 数 

当 事 業 年 度 
増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 

当 事 業 年 度 末 
株 式 数 

普 通 株 式 ― 118,343,100 118,343,100 ― 

（注）１．自己株式数の増加 118,343,100 株は、当社が当社以外の株主が保有する全部取得条項付

普通株式の全部を取得したことによる 118,342,882 株及び端株の買取による 218 株です。 

２．自己株式数の減少 118,343,100 株は、自己株式の消却等によるものであります。 

    



 ７

ⅤⅤⅤⅤ．．．．税効果会計に税効果会計に税効果会計に税効果会計に関する注記関する注記関する注記関する注記    

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）    

未払費用否認 54 百万円  

賞与引当金否認 318 百万円  

未払事業税否認 66 百万円  

受注損失引当金否認 110 百万円  

その他 17 百万円  

計 566 百万円  

繰延税金負債（流動）    

繰延ヘッジ損益 △0 百万円  

計 △0 百万円  

繰延税金資産（固定）    

長期未払金否認 9 百万円  

資産除去債務 69 百万円  

減価償却損金算入限度超過額 53 百万円  

土地評価差額 470 百万円  

会員権評価損否認 3 百万円  

その他 60 百万円  

小計 665 百万円  

評価性引当額 △605 百万円  

計 60 百万円  

繰延税金負債（固定）    

有形固定資産 △148 百万円  

その他有価証券評価差額 △13 百万円  

計 △162 百万円  

繰延税金資産の純額 462 百万円  

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第 9 号）が平成 27 年３月 31 日に公布さ

れ、平成 27 年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.6％から平成 27 年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

33.06％に、平成 28 年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異について

は、32.30％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 32 百万

円減少し、法人税等調整額（借方）が 31 百万円、その他有価証券評価差額金（貸方）が 1 百万円、

繰延ヘッジ損益（貸方）が 0 百万円、それぞれ増加しております。 



 ８

ⅥⅥⅥⅥ．．．．関連当事者との取引関連当事者との取引関連当事者との取引関連当事者との取引に関する注記に関する注記に関する注記に関する注記    

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属 性 
会社等

の名称 
住 所 

資本金

又 は 

出資金 

事業の

内容又

は職業 

議 決 権 等

の 所 有 

（ 被 所 有 ） 

割 合 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 取引の 

内 容 

取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 役員の 

兼任等 

事 業 上

の 関 係 

親会社 
三 井 

物産㈱ 

東京都

千代田

区 

341.481 
総 合 

商 社 

被所有 

直接 

100.0％ 

― 

システム

開発・保

守運用業

務、ネット

ワーク機

器販売 

商品等

の販売

（ 注 ） １ 

8,347 売掛金 1,227 

 

２．子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

属 性 
会社等

の名称 
住 所 

資本金 

又 は 

出資金 

事業の

内容又

は職業 

議 決 権 等 

の 所 有 

（ 被 所 有 ） 

割 合 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 取引の 

内 容 

取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 役員の 

兼任等 

事 業 上

の 関 係 

子会社 

ＭＫＩテ

クノロジ

ーズ㈱ 

東京都 

中野区 
48 

ICT ソリ

ュ ー シ

ョ ン 事

業 

所有 

直接 

100.0％ 

兼 任 

2 名 

システム
開発・保
守運用
業務の
委託、不
動産の
賃貸 

商品等 

の仕入 

（ 注 ） １ 

5,487 買 掛 金 709 

事務所 

の賃貸 

（ 注 ） ２ 

103 ― ― 

 

３．兄弟会社 

（単位：百万円） 

属 性 
会社等

の名称 
住 所 

資本金 

又 は 

出資金 

事業の

内容又

は職業 

議 決 権 等 

の 所 有 

（ 被 所 有 ） 

割 合 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 取引の 

内 容 

取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 役員の 

兼任等 

事 業 上

の 関 係 

親会社の 

子会社 

三 井 物

産フィナ

ンシャル

サービス

㈱ 

東京都 

千代田

区 

2,000 

金融サ

ー ビ ス

業 

― ― 
金 融 関
係 取 引 

余剰資

金の預

け入れ

（ 注 ） 3 

39,331 預け金 17,885 

 

 



 ９

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．商品等の販売・仕入についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当

事者との取引を参考に個別に協議し決定しております。 

２．不動産の賃貸借についての価格その他の取引条件は、実勢価格を参考に決定しており

ます。 

3．余剰資金の預け入れについては、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるもの

であり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、取引金額は当事業

年度において預け入れた総額を記載しております。 

4．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（関係会社預り

金を除く）には消費税等が含まれております。 

 

ⅦⅦⅦⅦ．１株当たり情報に関する注記．１株当たり情報に関する注記．１株当たり情報に関する注記．１株当たり情報に関する注記    

１．１株当たり純資産額 1,848,199,339 円 94 銭 

２．１株当たり当期純利益 57,765,483 円 65 銭 

（注）平成 26 年 12 月 15 日開催の当社臨時株主総会及び普通株主様による種類株主総会の決議

により、平成 27 年 1 月 21 日を効力発生日として、各株主が保有する全部取得条項付普通株式

１株に対して 6,712,788 分の１株の割合をもって A 種種類株式を交付しております。当事業年度

の期首に当該交付が行われたと仮定して、1 株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算

定しております。 

 


